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移民を入れても止まらない人口減少
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10年ごとに四国（380万人）、北海道（540万人）、中国
地方（730万人）が消える

２２８万人
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外国人労働者受入れ

これまでの政策

高度人材のみ受入れ。ブルーカラーは就労目的で受入れず。

そのため本来、国際貢献の技能実習やデカセギ留学生の増大

⇓
平成29年農業分野での技能実習生24,039人

平成28年に「不正行為」を通知された実習実施機関202機関

のうち「農業・漁業関係」は、67機関（33％）で最多。残業

代未払い、長時間労働多発。使い捨ての一時的労働者の認識
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日本と途上国の現状

日本

・終わりのない人口減少

・社会の閉塞感と地域社会の

持続性の危機

・高齢化で熟練技術者の枯渇

・一過性の外国人労働者受入れ

途上国（東南アジア）

・若者人口の増加と農村から都市（or海外）への人口移動

・著しい経済成長
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「改正入管法」と新方針のポイント

（１）在留期間の上限を5年とする就労を目的とした新たな

在留資格を創設する（「特定技能」の新設）

（２）滞在中に行う試験の合格者には家族帯同と定住を認
める（特定技能1号⇒2号）ただし２業種のみ

（３）定住している外国人に対して生活者としての総合的な
対応策をとる
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外国人受入れのステージ

従来 高度人材のみ受入れ、現場労働者受入れず

技能実習・デカセギ留学生増大で矛盾拡大

↓

第一段階 現場労働への就労解禁、在留外国人への支援開始

（現在） ↓

第二段階 現場労働者の育成・定着、在留外国人の社会の位
置づけ

（今後） 及び政府の責務明確化（在留外国人基本法）
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「トリプルウィン農村構想」ー新発想の国際協力

目的
途上国と日本の両方の持続可能な地域づくり

⇒国際協力、国際交流、人の移動を通して日本、途上国、事業参加者の

３者すべてのエンパワーメントの実現

事業の骨子
１．日本と途上国の農村との継続的な地域間協力の構築

２．技術協力と国際交流の融合。「双方向性」

３．農業を中心としながらも自治体、学校、NPOなど幅広い地域コミュ

ニティの参画
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トリプルウィン農村事業のメリット

日本側

・途上国との連携により、継続的な農業人材の確保

・アジアとの直接協力・交流によるグローバル意識の涵養

・地域社会の持続性の担保（外国人に消防団、地方文化の

担い手等）

⇒アジア青年の力を借りて地域の持続性維持

途上国側

・日本との継続的な連携により技術移転、若者に国際経験、

就業、グローバルな農村へ
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トリプルウィン農村事業の実施

日本の農村地域

（理念）

外国人材を一過性ではなく、地域社会を担う可能性ある人材として受入れ

（実施方法）

・農業団体と自治体が協議会を結成し、途上国の特定地域の農業人材を

地域ぐるみで受入れる体制構築

・途上国から受入れた人材に、帰国する（技能実習、特定技能１号）、

定住（特定技能2号）のオプションの提供

・交流事業として地域のJA、NPO、経済団体、学校等が連携し、学校では

生徒は互いに異文化を学ぶ。

※事業参加者は得られた経験、ネットワークをもとに送り出し地域と日本との

関係維持に貢献。
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途上国の農村

・日本と同様に農業団体と自治体が協議会を設立し、日本の地域への

農業人材派遣を実施

・地域内の組織への働きかけと日本の地域との協力、交流についての調整

JICAの役割

・トリプルウィン農村事業の正式案件化、「双方向型の国際協力」の位置づけ

・日本、途上国での参加農村の発掘「モデル事業化」

・参加農村への本事業についてアドバイス及び国際協力事業における

適切な財源支援

・日本側参加農村による外国人農業者定住化の政府への要望等のへの

側面的支援

→先進国VS.途上国の論理を越えた新たな「未来型国際協力ビジョン」

→移民排斥の世界的動きの中でウィンウィンの受入れビジョンの世界へ

の発信
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